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用語解説�

ロジスティック回帰分析�

回帰分析�

重回帰分析�

順序ロジット分析�

順序回帰分析�

統計的に有意�

％水準�

従属変数（=被説明変数）�
独立変数（=説明変数）�

コントロール変数�

意味�用語�

回帰分析において、ある 1 個の変数 Y の予測値 Yhat が、p 個の変数 Xi（
i=1,2,…,p）によってYhat=b0+b1・X1+b2・X2+…+bp・Xpという重回帰式で定
義される場合、Xiを独立変数（リグレッサー regressor）,Yを従属変数（リグレッ
サンドregressand）と呼ぶ。出典群馬大学青木繁伸氏のサイトより�
(http://aoki2.si.gunma-u.ac.jp/Yogoshu/113.html）�

集計データは、通常統計的な検定を経ない場合、見かけ上の差がある場
合がある。しかし、実際には、こうした差には統計的な検定を経ると意
味が無い場合もある。こうした統計上の検定を経て、差に意味がある場
合に、「統計的に有意である」という表現を慣例的に用いている。�

従属変数が順序尺度である時に用いられる回帰分析の手法。本書の分析は、�
McCullagh（1980,1998）のPLUM（順序ロジット分析）のデザインによる。�

従属変数が順序尺度である時に用いられる回帰分析の手法。�
（順序回帰分析と同義）�

独立変数が複数の場合の回帰分析。単回帰分析は独立変数が一つの回帰
分析。�

独立変数（説明変数と同義）から従属変数（被説明変数と同義）を予測
するための統計的手法。従属変数は量的変数をとる。�

従属変数が質的変数であり二値をとる場合に用いられる回帰分析の手法�
（ロジット分析と同義）�

Human Resource Management人的資源管理と同義�HRM

NL+NP

NL+P

L+NP

L+P

P
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PRP

LTE
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長期雇用�

成果主義�

長期雇用�

成果主義�

非長期雇用と成果主義の組み合わせ�

回帰分析等において、独立変数の影響度合いを一定にするために使用さ
れる。たとえば、特定の産業からの影響をを抑えたい時には、産業がコ
ントロール変数になる。（統制変数と同義）�

統計的に有意である確率について、通常0.1％、1％、5％、10％という形
で表現する。数値が小さいほど、それが確からしいということが言える。
例外が起こる確率と考えても良い。�
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